
 

 

第７０２回通関協議会（本関地区） 

 

 

１、  日  時   平成２８年  １２月  ６日 （火） １２時より 

２、 場  所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

３、 議題等（敬称略） 

 

（1）「平成 28 年 年末特別警戒期間」における協力依頼について 

業務部 鈴木 管理課長 

（2）年末年始における税関業務のお知らせ 

業務部 鈴木 管理課長 

（3）大型 X 線検査済み輸出コンテナ貨物のコンテナヤード再搬入時における税関検査旗の使用について 

監視部 伊東 管理課長 

（4）第 50 回通関士試験の結果について 

業務部 山本 首席通関業監督官 

（5）知的財産侵害物品に係る税関への情報提供の協力依頼について 

業務部 小林 知的財産調査官 

（6）法人に係る税関発給コードの発給・登録内容の変更業務の停止について 

業務部 中野 統括審査官（通関総括第２部門） 

（7）輸出貿易管理令 別表第１の改正について 

業務部 池田 特別審査官 

 

★その他・連絡事項等 

・経済連携協定（ＥＰＡ）の利用支援セミナーの開催について 

業務部 鈴木 管理課長 

・通関手続・関係書類提出の電子化・ペーパーレス化に関するお知らせ 

業務部 星野 統括審査官（通関総括第１部門） 

 

 

次回開催予定日  平成２９年１月１１日（水） 12：00～ 

開 催 場 所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

当協会に関するご質問や議題提起がありましたら、事務局あてにご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 

 



 

 
 
・通関を異常に急いだり、頻繁に検査状況等を問い合わせてくる輸入者がいる。 
・インボイス等へ記載されているものと異なる貨物がある。 
・同一貨物のなかに異なるマーク・目印を付している貨物がある。等 

 

横浜税関ホームページ http://www.customs.go.jp/yokohama/ 
密輸情報提供ページ  https://www.customs.go.jp/quest/index.htm 

（「関税局・各税関へのご意見・ご要望の受付」画面にてご投稿下さい） 
                

フリーダイヤル    シ  ロ  イ    ク  ロ  イ 

密輸ダイヤル ０１２０－４６１－９６１ 
    メールアドレス E-mail: yokohama-mitsuyu110@customs.go.jp  

QRコード 

  

  

 

 

「平成28年 年末特別警戒期間」における協力依頼について 

 

 

 平素から税関行政に対し深いご理解と多大なご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、税関では、不正薬物・けん銃等の社会悪物品の海外からの流入を阻止することを

最重要課題の一つとして位置づけ、取締関係機関と連携しながら、全力をあげて水際取締

りに取り組んでおります。 

特に、年末においては輸出入貨物・旅客が増加し、これに便乗した密輸事犯の増加が懸

念されることから、下記のとおり「年末特別警戒期間」を設定し、水際での取締りを強化

することとしております。期間中、職務質問や検査等の頻度が増加する場合もありますが、

ご協力を賜りますようお願いいたします。 

また、密輸に係る情報はもとより、貨物、人、船舶、取引態様等について、不自然、不

審と思われる点がございましたら、どんな些細なことでも結構ですので、最寄りの税関官

署又は下記の「密輸ダイヤル」までご連絡を頂けますようご協力をお願いいたします。 

 

記 

 

 実施期間：平成28年12月1日（木）～平成28年12月10日（土） 

 

特に以下のような事例がございましたら是非ご連絡下さい。 

 

    

 

2016年12月6日 
本関地区通関協議会 
横浜税関業務部管理課 



12月29日 （木）

12月30日 （金）

12月31日 （土）

1月1日 （日） 閉庁（緊急の業務要請がある場合は、取締部門にご連絡願います。）

1月2日 （月）

1月3日 （火）

○開庁時間外の執務を求める届出

特通部門において業務処理を行います。（８時３０分から１７時００分）

年末年始における税関業務のお知らせ

　　年末年始期間中（平成２8 年１２月２９日（木）から平成２9年１月３日（火））の

通常どおり窓口業務を行います。

１２月２９日（木）から１２月３１日（土）は９時００分から１７時００分まで窓口業務を
行います。
上記日時以外における業務処理については、
監視部取締部門（０４５－２１２－６０７０）にご連絡願います。

２．通関関係業務及び保税関係業務

通常どおり窓口業務を行います。

茨城空港における業務については、通常どおり窓口業務を行います。

（４） 千葉税関支署

（５） 川崎税関支署

（２） 仙台空港
　　　 税関支署

（３） 鹿島税関支署
　　 　つくば出張所

　関 係 各 位

      横 浜 税 関

（１） 本　関

（６） その他の官署

（１）次の管轄内に蔵
置されている貨物

○本関地区
　　本関
　　鶴見出張所
　　大黒埠頭出張所
　　本牧埠頭出張所
　
○川崎地区
　　川崎税関支署
　　東扇島出張所

通関関係業務 保税関係業務

 平成28年11月25日

監視分庁舎（大桟橋窓口）においては、通常どおり窓口業務を行います。

１．監視取締関係業務

　税関業務については、下記のとおり取り扱うこととしておりますので、お知らせします。

全日閉庁します。
期間中における業務については、「（別紙）年末年始期間中における連絡先」にご連絡願い
ます。
なお、事前に予定が判明している場合は、１２月２８日（水）１７時００分までに最寄りの
税関官署にご連絡願います。

○開庁時間外の執務を求める届出

○事故確認○輸出許可後の許可内容変更

○保税運送到着確認

特通部門において業務処理を行います。（８時３０分から１７時００分）

○指定地外貨物積卸許可

○積卸コンテナリスト通関

○貨物取扱許可・届

取扱業務

下記のとおり監視部取締部門（以下「取締部門」という。）と業務部特別通関部門
（以下「特通部門」という。）が連携して対応致します。

○見本一時持出許可○輸入申告に係る収納事務
 （担保業務を除く）

○保税運送承認○輸出入申告（積戻し申告、蔵・
移・総保入承認申請を含む）

ishiged
線



※ 監視部取締部門（取締部門）   　 （０４５－２１２－６０７０）

※ 業務部特別通関部門（特通部門） （０４５－２１２－６１１５、６１６３）

（１）申告（申請等）方法等は、現行の執務時間外における体制と同様ですが、
詳細又は不明な点等については、１２月２８日（水）１７時００分までに、

　　　　・通関関係は業務部通関総括第１部門      （０４５－２１２－６１５０）、
　　　　・保税関係は監視部保税取締部門保税窓口（０４５－２１２－６１２６）
　　　 までお問い合わせ願います。

（２）既に本関以外の官署に予備申告をされている貨物等、特通部門においてお取
　　　り扱いできない場合がありますので、事前に予定が判明している場合は、
　　　１２月２８日（水）１７時００分までに最寄りの税関官署にご連絡願います。

川崎東郵便局内に蔵置
されている郵便物

○川崎外郵出張所

3．国際郵便物業務

　あらかじめお知らせいただいた業務が事前に終了した場合、又は業務内容に変更が生じた場合には、
　その旨を連絡した税関官署へご連絡願います。

4.その他

全日閉庁します。
期間中における通関関係業務及び保税関係業務については、
（別紙）「年末年始期間中における連絡先」にご連絡願います。
なお、事前に予定が判明している場合には、１２月２８日（水）１７時００分までに
最寄りの税関官署にご連絡願います。

川崎外郵出張所特別通関部門で対応致します。
（国際郵便物のうち、輸出入申告に係る通関事務に限ります。）

なお、年末年始期間中に申告を予定されている方は、事前に以下の問い合わせ先までご連絡
願います。
（問い合わせ先）
※ 川崎外郵出張所特別通関部門（０４４－２７０－５７７４）
※ 日本郵便㈱川崎東郵便局　　（０４４—５８９—６７１２）

（２）その他の官署

ishiged
線



(別　紙）

０９０‐２２２４‐８５１５ （監視関係業務）

０９０‐５５２０‐３０１４ （保税関係業務）

０９０‐３２２４‐１９０４ （通関関係業務）

０９０‐７２３５‐９９５１ （監視及び保税関係業務）

０９０‐３２２４‐１９０５ （通関関係業務）

気仙沼出張所 ０９０‐３２２４‐１９０６

仙台空港税関支署 ０２２‐３８３‐２３９０

０９０‐８０３５‐４０７７ （監視及び保税関係業務）

０９０‐３２２４‐１９０３ （通関関係業務）

相馬出張所 ０９０‐１６９１‐１７３６

福島空港出張所 ０９０‐７４２２‐９１８７

０９０‐３２２０‐７８５９ （監視関係業務）

０９０‐１６９８‐２３６０ （保税関係業務）

０９０‐１０４１‐８４８５ （通関関係業務）

０９０‐１６９１‐１６９３（監視関係業務）

０９０‐５４４７‐１００１（通関及び保税関係業務）

つくば出張所 ０９０‐４８２５‐７３２３

　茨城空港事務所 ０２９９‐５４‐０４７１

０９０‐４６２０‐０１０４ （通関関係業務）

０９０‐８０３５‐４０４１ （監視及び保税関係業務）

三崎監視署 ０９０‐４６２０‐０１０６

宇都宮出張所 ０９０‐４８２５‐２７９８

川崎外郵出張所
　（国際郵便物の輸出入申告に係る業務）
 　０４４‐２７０‐５７７４（特別通関部門）

年末年始期間中（12/29(木)　～　1/3(火））における連絡先

本関地区

　　本関
　　鶴見出張所
　　大黒埠頭出張所
　　本牧埠頭出張所

（監視関係業務）
監視部取締部門
０４５‐２１２‐６０７０

（通関及び保税関係業務）
業務部 特別通関部門
０４５‐２１２‐６１１５、６１６３
１２/２９～１/３（１/１を除く）　８時３０分～１７時００分
  ※上記以外の時間帯については、監視部取締部門へご連絡願います。

仙台塩釜税関支署

川崎地区

　　川崎税関支署

　　東扇島出張所

（監視関係業務）
０４４‐２６６‐５６４１
１２/２９～１２/３１　９時００分～１７時００分
 ※上記以外の時間帯については、監視部取締部門（045‐212‐6070）へ
　  ご連絡願います。

（通関及び保税関係業務）
業務部 特別通関部門
０４５‐２１２‐６１１５、６１６３
１２/２９～１/３（１/１を除く）　８時３０分～１７時００分
  ※上記以外の時間帯については、 監視部取締部門へご連絡願います。

   日立出張所

横須賀税関支署

石巻出張所

小名浜税関支署

鹿島税関支署

千葉税関支署

　船橋市川出張所

　木更津出張所

　姉崎出張所

　銚子監視署

千葉税関支署
０４３‐２４１‐７０２１
０９０‐３２２４‐１４００



 
 
 
 
 

第 50 回通関士試験の結果について 

 
   平成 28 年 10 月 2 日(日)に実施された第 50 回通関士試験結果の概要は、 

下記のとおりです。 

 
記 

（全 国） 
 受験申込者数  ：9,285 人 (前年比 92.7%) ※前年 10,018 人 
  受験者数    ： 6,997 人 (前年比 92.3%) ※前年  7,578 人 
 [うち試験科目の一部免除を受けた者] 
  1 科目免除  ：   660 人 (うち公務員で免除を受けた者  8 人) 
    2 科目免除  ：  206 人 (うち公務員で免除を受けた者 69 人) 
  合格者         ：  688 人 (前年比 90.1%) ※前年 764 人 
  合格率     ：    9.8%  (前年 10.1%) 

   
合格基準    ：下表のとおり 

試験科目 合格基準 

通関業法 満点の 60%以上 

関税法等 満点の 60%以上 

通関書類の作成要領その他通関手続きの実務 満点の 55%以上 

 
 
試験実施税関別合格者数：下表のとおり 単位：人 （ ）は前年 

函館税関  12 （8） 神戸税関    98（97） 

東京税関 217（261） 門司税関 59（76） 

横浜税関   97 （92） 長崎税関 5（6） 

名古屋税関 94（104） 沖縄地区税関 5（7） 

大阪税関 101（113）  合   計  688（764） 

 
 
※ 11 月 25 日 税関 HP に掲載 

 

2016 年 12 月 6 日 

本関地区通関協議会 

業務部 首席通関業監督官 



【参考 1】 
第 50 回通関士試験実施税関別受験者数等 

税関 試験地 願書提出者数 受験者数 合格者数 合格率 

函館税関 北海道 159 126 12 9.5%

 3,422 2,450 217 8.9%

東京税関 新潟 113 87 5 5.7%

東京 3,309 2,363 212 9.0%

 1,104 809 97 12.0%

横浜税関 宮城 172 130 13 10.0%

神奈川 932 679 84 12.4%

 1,199 957 94 9.8%

名古屋税関 静岡 174 144 12 8.3%

愛知 1,025 813 82 10.1%

大阪税関 大阪 1,324 1,006 101 10.0%

 1,142 917 98 10.7%

神戸税関 兵庫 873 699 84 12.0%

広島 269 218 14 6.4%

門司税関 福岡 719 571 59 10.3%

長崎税関 熊本 111 84 5 6.0%

沖縄地区税関 沖縄 105 77 5 6.5%

合  計 9,285 6,997 688 9.8%

 
【参考 2】 
過去 10 年の通関士試験受験者等の推移(第 41 回～第 50 回) 

区分 願書提出者 受験者 受験率 合格者 合格率

平成19年(第41回) 13,727 10,695 77.9 820 7.7 

平成20年(第42回) 13,267 10,390 78.3 1,847 17.8 

平成21年(第43回) 13,159 10,367 78.8 807 7.8 

平成22年(第44回) 12,087 9,490 78.5 929 9.8 

平成23年(第45回) 11,760 9,131 77.6 901 9.9 

平成24年(第46回) 11,544 8,972 77.7 769 8.6 

平成25年(第47回) 11,340 8,734 77.0 1,021 11.7 

平成26年(第48回) 10,138 7,692 75.9 1,013 13.2 

平成27年(第49回) 10,018 7,578 75.6 764 10.1 

平成28年(第50回) 9,285 6,997 75.4 688 9.8 

第 1 回～50 回 計 405,284 295,152 72.8 45,072 15.3 



 

知的財産侵害物品に関する

情報がありましたら、最寄りの

税関または下記の窓口までご

連絡ください。 

（平成 27 年に差し止められた知的財産侵害物品の例） 

 

 

税関では、不正薬物等社会悪物品のほか、知的財産侵害物品の

国内への流入を水際で阻止するため積極的な取り締まりを実施し

ています。 

例えば、 

・有名ブランドによく似た商標（商品のロゴやマーク）が付された貨物を見かけた。 

・高級ブランド品なのに、貨物の作りや包装・梱包が雑である。 

・貨物や外装等に付されている商標のバランスが悪い、雑である等の違和感がある。 

などの事例がございましたら是非ご連絡ください。 

横浜税関ホームページ http://www.customs.go.jp/yokohama/ 

密輸情報提供ページ  https://www.customs.go.jp/quest/index.htm 

その他、知的財産に関することは、 

横浜税関 業務部 知的財産調査官 045-212-6116 まで！ 

 

 

http://www.customs.go.jp/yokohama/


（H28.12　通関協議会配付資料）

【10月】 ［横浜税関業務部］

商標 フィギュア
「PLAY ARTS 改/KAI」に係る商
標

株式会社スクウェア・エニック
ス

著作

Tシャツ、携帯電話機ケース、
キーホルダー、手提げかばん、
布リボン、ショルダーポーチ、プ
ラスチックメダル（玩具）、ぬいぐ
るみ(追加)
(品名追加)

「妖怪ウォッチ」に係る映画著作 株式会社レベルファイブ

意匠
首掛けライト
(侵害理由追加)

首掛けライトに係る意匠 パナソニック株式会社

商標 腕時計及びその附属品
「DANIEL WELLINGTON」に係る
商標

ダニエル　ウエリントン　アー
ベー

特許
インクカートリッジ
(侵害理由追加)

インクカートリッジに係る特許 （イメージなし） セイコーエプソン㈱

商標
家庭用ゲーム機用コントロー
ラーの充電スタンド
(権利・侵害理由追加)

「ＤＵＡＬＳＨＯＣＫ」に係る商標
株式会社ソニー・インタラクティ
ブエンタテインメント

商標
家庭用ゲーム機用コントロー
ラー
(権利・侵害理由追加)

「ＰｌａｙＳｔａｔｉｏｎ」「ＤＵＡＬＳＨＯＣ
Ｋ」に係る商標

株式会社ソニー・インタラクティ
ブエンタテインメント

商標 レインウェア、雨靴 「smally」に係る商標 株式会社フェリシモ

意匠 自動二輪車用タイヤ 自動二輪車用タイヤに係る意匠 住友ゴム工業株式会社

税関への輸入差止申立て（新規・追加）一覧　（H28年10月～11月受理分）

申立人品名権利
知的財産の内容
（又は変更内容）

登録商標、意匠等



申立人品名権利
知的財産の内容
（又は変更内容）

登録商標、意匠等

商標
ＤＶＤ－Ｒディスク、ＤＶＤプレー
ヤ
(権利・侵害理由追加)

「DVD」に係る商標
ディー・ヴイ･ディー･フォーマッ
ト･ロゴ･ライセンシング株式会
社

意匠 車両用尾灯 車両用尾灯に係る意匠 株式会社小糸製作所

【11月】

商標

マグカップ、カップ用スリーブ、
コースター、加湿器、スマート
フォンケース、キーホルダー、
クッションカバー、かばん類、
ティーシャツ、靴下（追加）、バッ
テリーチャージャー（電池）(追
加)
（品名・侵害理由追加）

「ＳＴＡＲＢＵＣＫＳ」に係る商標
スターバックス・コーポレイショ
ン

商標
洋服類、ティーシャツ、下着、帽
子、サンダル類、かばん類
（権利侵害理由追加）

「ＡＢＥＲＣＲＯＭＢＩＥ」に係る商
標

アバクロンビー　アンド　フィッ
チ　ヨーロッパ　エスアーゲー
エル

商標

かばん・財布類、時計、サング
ラス（追加）、帽子（追加）、履物
(追加)
（権利・品名侵害理由追加）

「ＭＩＣＨＡＥＬ　ＫＯＲＳ」に係る商
標

マイケル　コース（スイッツァラ
ンド）インターナショナル　ゲゼ
ルシャフト　ミット　ベシュレンク
テル　ハフツング

商標
プラモデル、腕時計型玩具、腕
時計

「妖怪ウォッチ（標準文字）」に係
る商標

妖怪ウォッチ（標準文字） 株式会社レベルファイブ

意匠
自動車用フロアマット及び一組
の自動車用フロアマットセット

自動車用フロアマット及び一組の
自動車用フロアマットセットに係
る意匠

株式会社ホンダアクセス

意匠 美容用ローラー 美容用ローラーに係る意匠 株式会社ＭＴＧ

権利 品名
知的財産の内容
（又は変更内容）

登録商標、意匠等 申立人



申立人品名権利
知的財産の内容
（又は変更内容）

登録商標、意匠等

商標 かばん類
「FREDRIK PACKERS」に係る商
標

有限会社レッド

商標
かばん類・財布、スマートフォン
用ケース（追加）
（権利・品名侵害理由追加）

「MCM」に係る商標
エムシーエム　ホールディング
アクチエンゲゼルシャフト

意匠 マッサージ具 マッサージ具に係る意匠 株式会社満天社

意匠 マッサージ具 マッサージ具に係る意匠 株式会社満天社

税関への差止申立て情報は税関ＨＰに掲載しています
➢税関ＨＰ掲載アドレス：www.customs.go.jp/mizugiwa/chiteki/



 平成29年10月（※）から、輸出入申告書等の輸出入者符号の欄には、
JASTPROコード（法人）及び税関発給コード（法人）に代わって、社会保障・税
番号制度（マイナンバー制度）における「法人番号」を記載（入力）していただく
予定としております。

（※）平成29年10月に予定されているNACCSの更改に併せて、輸出入申告等に「法人番号」 を記載
していただくことになります。ただし、法人番号をお持ちでない方については、法人番号の記載
（入力）は必要ありません。

（参考） 「法人番号」とは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（番号法）第２条第１５項に規定する法人番号です。

税関発給コード（法人）の新規発給申請及び登録内容の
変更申請受付けの停止予定について

財務省関税局・税関

 このため、平成29年10月のＮＡＣＣＳ更改に併せ、税関における税関発給コード
（法人）の管理、新規発給及び登録内容の変更に係る取扱いを停止することを
予定しております。

（※）なお、ＮＡＣＣＳセンターが暫定措置としてＮＡＣＣＳ内に法人番号への変換機能（英文名称・住所

補完機能等含む）を提供することを予定しており、当該機能によりＮＡＣＣＳ更改後においても税関
発給コード（法人）を利用することができます。

 また、ＮＡＣＣＳ更改に向けた移行データの作成・確認等の準備作業に必要とな
る期間を考慮し、税関発給コード（法人）の新規発給及び登録内容の変更に係
る申請の受付けは、以下の期日までとします。

税関発給コード（法人）に係る
新規発給申請及び登録内容の変更申請の取扱い期日

・新規発給申請の受付け ： 平成２９年３月３１日まで

・登録内容の変更申請の受付け ： 平成２９年５月３１日まで
※ 税関発給コード（法人）とは、法人番号の指定を受けた法人に係る輸出入者コードです。法

人番号の指定を受けていない輸出入者（個人等）に係る輸出入者コードや仕向人・仕出人コー
ドについては、引き続き、税関において発給・登録内容の変更を行います。

※ 上記期日以降における税関での登録内容（法人名、住所等）の変更は行わないこととなりま
すので、引き続きNACCS内の法人番号への変換機能を利用したい場合は、NACCSセンター
へお問い合わせ願います。

税関発給コードから法人番号への切替に関するお問合せ・ご相談は、以下の連絡先までお願いいたします。
なお、電子メールでの問合せ等は受付けておりませんのでご留意下さい。

【担当部署】 東京税関 調査部 税関発給コード担当
【電話番号】 ０３－６２０４－０２０５ （受付時間 ９：００～１２：００ 及び １３：００～１７：００ 土日・休日を除く）

お問合せ窓口











安全保障貿易管理ＨＰ http://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html

輸出令別表第１
等の改正情報

貨物のマトリクス表



許可申請・各種問合せ先

(１) 制度概要や法令解釈の質問

(２) リスト規制・キャッチオール規制及び包括輸出許可の法令解釈（該非判定、申請
手続き等）の質問

(３) 輸出管理内部規程（ＣＰ）に関する質問／不正輸出の連絡

(４) 安全保障貿易管理についての一般的な質問

安全保障貿易審査課 ℡：０３－３５０１－２８０１

１．許可申請先は、ＨＰの「申請手続き」の「個別許可申請」の「申請書類・窓口一覧」から
閲覧可。指定の申請窓口に、様式・添付書類を準備したうえで申請！

２．問合せ等は、内容に応じて連絡を！

貨物及び仕向地により申請窓口が異なるので要確認。

安全保障貿易管理課 ℡：０３－３５０１－２８００

安全保障貿易検査官室 ℡：０３－３５０１－２８４１

安全保障貿易 案内窓口 ℡： ０３－３５０１－３６７９

注意

注意

 「リスト規制」は、該当する規制リスト項目、輸出貨物（技術）の技術的仕様を用意して連絡を！
 「キャッチオール規制」は、仕向地、用途ﾁｪｯｸﾘｽﾄ、顧客ﾁｪｯｸﾘｽﾄを用意して連絡を！



平成２８年１１月２２日 

函館税関・東京税関・横浜税関・東北財務局

経済連携協定（ＥＰＡ：Economic Partnership Agreement）とは、国や地

域同士で取り決めた輸出入等に関する協定のことで、現在、我が国では 15

の国・地域との間でＥＰＡを締結しており、品物によっては、通常より低い

関税率を適用することができます。 

本セミナーは、ＥＰＡに関する概要、原産地規則及び活用事例のほか、東

北地区における農産物の輸出促進について紹介し、ＥＰＡの利用促進を目的

として開催するものです。 

既に輸出をされている事業者の方や今後輸出を予定されている事業者の方、

或いは輸出をされている事業者と取引関係にある金融関係の事業者の方、更

には御関心・御興味のある方におかれましては、この機会に是非御参加くだ

さい。 

【主催】函館税関、東京税関、横浜税関、東北財務局
（協力）東北農政局、ＪＥＴＲＯ仙台

経済連携協定(ＥＰＡ)の利用支援セミナー 



開 催 要 領 等 

◆ 日 時：平成２８年１２月２２日（木） 

１３時３０分～１６時３０分（開場１３時） 

◆ 会 場：仙台第２合同庁舎 ２階 会議室 

（宮城県仙台市青葉区本町 3－2－23） 

※地図はこちらを御覧ください。 

◆ 定 員：先着１００名 

◆ 参加費：無料 

◆ 主 催：函館税関・東京税関・横浜税関・東北財務局 

◆ 開催プログラム：こちらを御覧ください。 

◆ 申込み方法： 

1. 「参加申込書」に必要事項を御記入のうえ、１２月１６日(金)までに

E-mail（yok-sen-seminar@customs.go.jp）又は Fax（045-201-4313）

にてお申込み頂き、本申込書を会場受付にご提出下さい。 

（注）誠に申し訳ございませんが、期日前に定員に達した場合は、セミ 

ナーにご参加できないこともございますので、あらかじめご了承願 

います。 

2. メールでお申し込みの際は、メールのタイトルに「セミナー参加希

望」と御記入願います。 

3. 取得した個人情報につきましては、事務局にて適切に管理し、本セミ

ナーの運営以外の目的で使用いたしません。 

【お問合せ先】 

横浜税関総務部総務課（セミナー事務局） 

電話：045－212－6010 

（受付時間 09:30～18:00（土、日、祝日を除く）） 

E-mail：yok-sen-seminar@customs.go.jp 



函館税関・東京税関・横浜税関・東北財務局 

【開催プログラム】 

日時：平成28年12月22日（木） 13：30～16：30（開場13：00） 

場所：仙台第２合同庁舎 ２階会議室（宮城県仙台市青葉区本町3-2-23） 

  
 -------------------------------------------------------------------- 
    １．我が国の経済連携協定（ＥＰＡ）の概要（20分）   

      財務省 函館税関 業務部長         小 林 茂   

  ２．ＥＰＡ原産地規則について（60分）   

      財務省 東京税関 業務部 原産地調査官   田 中 竜 裕   

  ３．ＥＰＡの活用促進と具体事例（30分） 

        日本貿易振興機構（ジェトロ） 

       海外調査部 部長             酒 井 拓 司  

  ４．農林水産物・食品の輸出促進について（30分）   

        農林水産省 東北農政局  

       経営・事業支援部地域連携課 課長補佐   髙 橋 恵 介 

  ５．最近の財務金融行政について（Ｐ）（20分） 

      財務省 東北財務局 総務部長        安 藤 嘉 昭    

  ６．質疑応答 
 -------------------------------------------------------------------- 
                                  (予定) 上記内容は、今後の調整等により変更が生じる可能性があります。  
 
                 【 主催：函館税関・東京税関・横浜税関・東北財務局】 
                 【 協力：東北農政局・JETRO仙台】 

経済連携協定（ＥＰＡ）の利用支援セミナー 

 現在、我が国と15の国・地域との間で締結している経済連携協定（ＥＰＡ）に

ついて、ＥＰＡの概要、原産地規則、活用事例のほか、東北地区における農産物

の輸出促進についてご紹介いたします。  

 本セミナーは、ＥＰＡの利用促進を目指し、日本企業の国際的な活動を側面か

ら支援することを目的に開催するものです。是非、御参加いただき、今後の企業

戦略・経営戦略の一助として御活用いただければ幸甚です。 



☆通関業者の皆様へ
通関手続の効率化等のため『NACCS』の導入と『申告添付登録（MSX）業務』

の積極的な利用をお願い致します。
オンラインでの通関手続と書類提出が可能となり、通関関係書類の提出等に要す

る時間の短縮・経費の削減（用紙代、ガソリン代等）が図れます！

☆輸出入者の皆様へ
通関業者への通関関係書類の電磁的記録による送付及び通関関係書類の電子化へ

の取組みをお願い致します。
通関業者が、輸出入者の皆様から電磁的記録で送付された通関関係書類を『申告

添付登録（MSX）業務』 を利用して、そのまま税関に提出することにより、通
関手続をより一層円滑に行うことが可能となり、税関による輸出入許可の早期化
が期待できます。

１．次期NACCS更改時に『通関手続に係る電子手続の原則化』を実現するため、Ｎ
ＡＣＣＳにより行える通関手続が拡大され、通関関係書類を『電磁的記録（ＰＤ
Ｆ等の電子データ）』により提出できる機能（裏面参照）が強化されます。
また、他法令手続等に係る書類の電磁的記録による提出の更なる促進を進めます。

２．平成29年秋の『輸出入申告官署の自由化』においては、原則として、ＮＡＣＣ
Ｓにより輸出入申告等及び通関関係書類の提出を行って頂く必要があります。
併せて予定されている『通関業の営業区域制限の廃止』により、通関業者の皆様
はこれまでよりも遠方に所在する税関官署に対して輸出入申告等を行うことが可
能となります。

３．通関業者、輸出入者の皆様におかれましては、上記１及び２を見据え、ＮＡＣＣ
Ｓによる電子的な通関手続を行って頂き、一層の業務効率の改善等を図られるこ
とをお勧め致します。

通関業者、輸出入者の皆様へ

通関手続・関係書類提出の電子化・ペーパーレス化
に関するお知らせ

関税局・税関

平成28年1２月

★インターネットに接続できるPC端末で『net－NACCS』ソフトウェアを起動することにより
ＮＡＣＣＳが使用できます。 ※ＮＡＣＣＳの導入には申込みが必要です。

★『net-NACCS』専用のパソコンをご準備いただく必要はなく、NACCSセンターへの回線使用
料及び初期費用も不要です。 ※毎月の基本料金が無料である料金プランもあります。

★ＭＳＸ業務の利用で税関官署へ赴くことなく通関関係書類の提出を行うことが可能です。
★ＮＡＣＣＳの導入について詳しくは、NACCS掲示板の「NACCSの導入をお考えの皆様へ」
（URL：http://www.naccscenter.com/use/userguide/）をご覧ください。

平成29年の次期NACCS更改を見据え電子的な通関手続をお願いします。

『net-NACCS』とＮＡＣＣＳ申告添付登録（ＭＳＸ）業務利用のおすすめ



通関関係書類 電子化

◆通関関係書類の電子化に関するお問い合わせは、税関のホームページまで

http://www.customs.go.jp/news/news/paperless/index.htm検索

NACCS 利用

◆NACCSの利用に関するお問い合わせは、NACCS掲示板「問合せ先」をご参照ください

http://www.naccscenter.com/info/info.html検索

★NACCSの申告添付登録（MSX）業務とは、インボイス、運送状、保険料明細書等の
通関関係書類を電磁的記録（ＰＤＦ等の電子データ）で提出することができる業務です。
★添付ファイルの容量制限が、１ファイルあたり１ＭＢ、合計１０ＭＢ（※）になります。

※次期NACCS更改時より合計容量が３MBから拡大

（参考）カタログ等参考資料については「添付ファイル登録（ＭＳＢ）業
務」により提出することが可能です。MSXとMSBの両方の業務を

活用すれば、添付容量を分散することができるため容量制限超
過を抑えることが出来ます。

NACCS MSX申告添付登録 検索

平成29年の次期ＮＡＣＣＳ更改時より、

ＭＳＸ業務による書類の提出がさらに便利になります！！

★提出可能なデータ容量を３ＭＢから１０ＭＢに拡大
ＭＳＸ業務により提出できるデータ容量が合計１０ＭＢに拡大されることにより、より多くの書

類を電磁的記録（ＰＤＦ等の電子データ）により提出可能となります。

★会計検査院用の書類の提出が不要
会計検査院用の提出書類は、次期NACCSからＭＳＸ業務により提出することが可能となるた

め、原則として書面での提出は不要となります。

★関税割当証明書の提出が不要
関税割当証明書は事前に税関による原本確認を受けることで、その後の輸入申告に際して

は原本の提出が不要となります。

★ＭＳＸ業務の対象が拡大
修正申告、関税等更正請求、輸出取止め再輸入申告（※）等についてＭＳＸ業務により通関

関係書類の提出が可能となります。 ※輸出取止め再輸入申告は次期ＮＡＣＣＳ更改時よりシステム化

税関イメージキャラクター
『カスタム君』
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